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第1章　総則

(趣旨)

第1条　この規則は、区、自治会、自治振興会及び市がそれぞれの活動を尊重し、互いに協働及び連携しな

がら、人権を大切にした住民主体のまちづくりを推進することによって住民自治を確立するための財政

支援として、自治振興交付金を交付することについて、必要な事項を定める。

(定義)

第2条　この規則において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定めるところによる。

(1)　区　甲賀市行政区設置規則(平成16年甲賀市規則第4号)に定める組織をいう。

(2)　自治会　甲賀市行政区設置規則に規定されていない組織であって、連帯意識のもとに特定の包括さ

れた居住地域の住民によって自主的に結成された組織をいう。

(3)　自治振興会　概ね小学校区を基準とした別表第1のそれぞれの区域(以下「自治振興区域」とい

う。)内で市民、各種団体等の参画により自主的に設立された住民の組織をいい、次に掲げる要件のい

ずれにも該当する団体とする。

ア　名称、事務所の所在地、総会の方法、代表者及び役員の選出方法及び役割、予算の編成並びに決

算の調製及び報告、監査その他自治振興会を民主的に運営するために必要な事項が、規約に定めら

れていること。

イ　自治振興区域内に居住する住民によって構成される団体であって、当該区域内で事業を行う個人

若しくは法人、通学者、通勤者又は当該区域内で活動する団体に対しても広く参加する途を開いて

いること。

ウ　自治振興区域内の全ての区又は自治会が運営に参画していること。ただし、特に市長が認めた場

合は、この限りでない。

第2章　自治振興会の設立

(自治振興会の設立)

第3条　自治振興会を設立し、その代表者を選出したときは、自治振興会設置届(様式第1号)により市長に

届け出るものとする。

2　前項の届出の内容に変更が生じた場合は、自治振興会変更届(様式第2号)により市長に届け出るものと

する。

(協力及び助言)

第4条　市は、自治振興会の円滑な運営を促進するため、自治振興会の活動について協力し、助言すること

ができる。

第3章　自治振興交付金の交付

(自治振興交付金)

第5条　市長は、第3条の届出をした自治振興会に対し、自治振興会の活動に必要な財源として、自治振興

交付金(以下「交付金」という。)を交付することができる。

2　市長は、自治振興会が組織されていない区及び自治会に対し、区・自治会活動に必要な財源として、交

付金を交付することができる。

3　交付金の総額は、前々年度の甲賀市一般会計の市民税(個人及び法人の現年分)の決算額のうち3％以内

とし、予算で定める額とする。

(交付金の種類及び交付対象事業)

第6条　前条第1項に規定する交付金の種類及び交付対象事業は、別表第2による。

2　前条第2項に規定する交付金の種類及び交付対象事業は、別表第3による。

(交付金の額)

第7条　第5条第1項に規定する交付金の額は、別表第4に定めるところにより算定する。

2　第5条第2項に規定する交付金の額は、別表第5に定めるところにより算定する。

(交付金の申請)

第8条　自治振興会が、第5条第1項に規定する交付金の交付を受けようとするときは、自治振興交付金交付

申請書(様式第3号)に事業計画書(様式第4号)、収支予算書(様式第5号)及びその他必要書類を添えて市長
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に提出するものとする。

2　区又は自治会が、第5条第2項に規定する交付金の交付を受けようとするときは、自治振興交付金交付申

請書(様式第3－1号)に収支予算書(様式第5－1号)及びその他必要書類を添えて市長に提出するものとす

る。

(交付決定)

第9条　市長は、前条に規定する申請があったときは、速やかに内容を審査し交付金の交付を決定するもの

とする。

2　市長は、前項の規定により交付金の交付を決定したときは、自治振興交付金交付決定通知書(様式第6号

又は様式第6－1号)により通知するものとする。

3　交付金の交付の申請をした者は、前項の規定による通知を受領した場合において、当該通知に係る交付

金の交付の決定の内容又はこれに付された条件に不服があるときは、市長が別に定める期日までに申請

の取下げをすることができる。

4　前項の規定による申請の取下げがあったときは、当該申請に係る交付金の交付の決定はなかったものと

みなす。

(交付請求)

第10条　前条の交付決定通知を受けた自治振興会、区又は自治会(以下「交付団体」という。)は、自治振

興交付金交付請求書(様式第7号又は様式第7－1号)により、交付金を市長に請求するものとする。

(交付金の交付時期)

第11条　市長は、前条の交付請求を受けた場合には30日以内に交付金を交付するものとする。

(状況報告)

第12条　市長は、交付金の交付を受けた交付団体に対して、事業の進捗状況について報告を求めることが

できる。

(交付金の取消し)

第13条　市長は、交付団体が、次のいずれかに該当すると認めた場合は、交付金の決定の全部若しくは一

部を取り消し、交付した交付金の全部若しくは一部を返還させることができる。

(1)　交付金の執行目的、執行方法等が不適当と認められるとき。

(2)　虚偽の申請その他不正な手段により交付金を受けたとき。

2　前項の規定により交付金の返還を求められた交付団体は、速やかに交付金を市へ返還しなければならな

い。

3　前項の規定による交付金の返還がなされない場合は、市長は次年度の交付金において差引処理すること

ができる。

4　交付団体は、法令の定め並びに交付金の交付の決定の内容及びこれに付した条件その他市長の指示及び

命令に従い、善良な管理者の注意をもって交付金事業等を行うものとし、交付金を他の用途に使用して

はならない。

(実績報告)

第14条　交付団体は、事業が完了したときは、それぞれに該当する自治振興交付金実績報告書(様式第8号

又は様式第8－1号)に収支決算(見込)書(様式第9号又は様式第9－1号)及び自治振興交付金決算監査報告

書(様式第10号又は様式第10－1号)を添付して、市長に提出しなければならない。ただし、交付団体にお

いて、決算監査が未了の場合は、監査終了後速やかに自治振興交付金決算監査報告書(様式第10号又は様

式第10―1号)を提出するものとする。

(交付金の精算)

第15条　市長は、前条の規定により実績報告を受けたときは、当該報告書の審査、必要に応じて行う現地

調査等により、交付団体の事業等が第6条に規定する交付金の種類及び交付対象事業に適合するか否かを

調査し、適合すると認めたときは交付金の額を確定する。

2　市長は、前項の規定により交付金の額を確定したときは、速やかに自治振興交付金精算通知書(様式第

11号)により交付団体に通知するものとする。

3　市長は第1項の規定による報告を受けた場合において、その報告に係る交付金事業の成果が交付金の交

付の決定の内容及びこれに付した条件に適合しないと認めるときは、当該交付金事業につきこれに適合

させるための措置をとるべきことを当該交付団体に対して指示するものとする。

(使途の特例)

第16条　交付団体は、単年度事業費のみでは成し得ないような大きな規模の交付対象事業の経費に充てる

ため、事業加算金を事業に要する費用の一部に積み立てることができる。この場合において、交付団体

は、積立を行う年度の交付申請書及び実績報告書の提出時に自治振興事業費積立調書(様式第12号)を市

長に提出しなければならない。

2　前項の積立期間は、最長5年とする。

(会計年度)

第17条　交付団体の会計年度は、毎年4月1日に始まり、翌年の3月31日に終わるものとする。



2　当該会計年度における支出は、当該年度の収入をもって、これに充てなければならない。ただし、別表

第2に定める交付金の種類のうち、基礎交付金、事務加算金及び区活動交付金は当該年度の決算において

剰余金が生じたときは、これを繰越しすることができる。

(事業の変更等の報告)

第18条　交付団体は、別表第2の事業加算金で計画していた事業が実施に至らなかった場合又は新たに事業

を計画する場合、事業計画変更届出書(様式第13号)を市長に提出しなければならない。

2　交付団体は、別表第2の事業加算金で計画していた事業が実施に至らなかった場合は、当該交付金相当

額を市へ返還しなければならない。

(交付金に係る帳簿等の保存年限)

第19条　交付団体は、交付金に係る帳簿及び証拠書類を、当該年度の翌年度から5年間保存しなければなら

ない。

(財産処分の制限)

第20条　交付団体は、自治振興交付金により取得し、又は効用が増加した財産を交付金の交付の目的に反

して使用し、譲渡し、交換し、貸付けし、若しくは用途を廃止し、又は担保に供してはならない。ただ

し、交付金の全部若しくは一部を返還した場合又は当該財産の耐用年数を経過した場合であって、特に

市長が認めた場合は、この限りでない。

(情報公開等)

第21条　交付団体は、第14条に規定する実績報告書等、第19条に規定する帳簿及び証拠書類、その他交付

団体の活動に関する書類を事務所に備付け、一般の閲覧に供さなければならない。ただし、個人情報に

ついてはこの限りでない。

第4章　雑則

(その他)

第22条　この規則に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。

付　則

(施行期日)

1　この規則は、平成23年4月1日から施行する。

(甲賀市敬老事業補助金交付要綱の廃止)

2　甲賀市敬老事業補助金交付要綱(平成17年甲賀市告示第13号)は、廃止する。

(甲賀市防犯灯設置事業補助金交付要綱の廃止)

3　甲賀市防犯灯設置事業補助金交付要綱(平成16年甲賀市告示第169号)は、廃止する。

(甲賀市ごみ集積所整備補助金交付要綱の廃止)

4　甲賀市ごみ集積所整備補助金交付要綱(平成16年甲賀市告示第27号)は、廃止する。

(自主防犯活動団体補助金交付要綱の廃止)

5　甲賀市自主防犯活動団体補助金交付要綱(平成18年甲賀市告示第47号)は、廃止する。

付　則(平成26年規則第21号)

この規則は、平成26年4月1日から施行する。

付　則(平成28年規則第36号)

この規則は、平成28年4月1日から施行する。

付　則(平成31年規則第8号)

この規則は、平成31年3月1日から施行する。

別表第1(第2条関係)

自治振興会の区域 区域 区・自治

会数

1 伴谷・伴谷

東小学校区

水口町八田、水口町春日、水口町山、水口町伴中山、水口町下山、水

口町笹が丘の一部、水口町さつきが丘の一部

11

2 柏木小学校

区

水口町泉、水口町北泉1丁目、水口町北泉2丁目、水口町酒人、水口町

植、水口町宇田、水口町北脇、水口町西林口の一部、水口町笹が丘の

一部、水口町さつきが丘の一部

9

3 水口小学校

区

水口町松尾、水口町秋葉、水口町元町、水口町京町、水口町高塚、水

口町神明、水口町本町1丁目、水口町本町2丁目、水口町松栄、水口町

暁、水口町宮の前の一部、水口町鹿深の一部、水口町本町3丁目の一

部、水口町新町1丁目、水口町朝日が丘、水口町新町2丁目の一部、水

口町八坂の一部、水口町古城が丘、水口町水口の一部

27



4 綾野小学校

区

水口町名坂、水口町東名坂、水口町本綾野、水口町八光、水口町梅が

丘、水口町城東、水口町綾野、水口町日電、水口町城内、水口町本

丸、水口町中邸、水口町南林口、水口町的場、水口町東林口、水口町

西林口の一部、水口町宮の前の一部、水口町鹿深の一部、水口町本町3

丁目の一部、水口町新町2丁目の一部、水口町八坂の一部、水口町水口

の一部、水口町笹が丘の一部

18

5 貴生川小学

校区

水口町岩坂、水口町高山、水口町山上、水口町杣中、水口町牛飼、水

口町三大寺、水口町三本柳、水口町宇川、水口町貴生川、水口町貴生

川1丁目、水口町貴生川2丁目、水口町虫生野、水口町虫生野虹の町、

水口町虫生野中央、水口町北内貴

15

6 岩上学区 水口町今郷、水口町和野、水口町嶬峨、水口町新城、水口町中畑 8

7 鮎河小学校

区

土山町大河原、土山町鮎河 6

8 山内小学校

区

土山町黒滝、土山町黒川、土山町笹路、土山町山女原、土山町山中、

土山町猪鼻

9

9 土山小学校

区

土山町南土山、土山町北土山、土山町平子、土山町瀬ノ音、土山町青

土、土山町野上野、土山町大澤

16

10 大野小学校

区

土山町頓宮、土山町前野、土山町市場、土山町大野、土山町徳原 13

11 大原小学校

区

甲賀町櫟野、甲賀町神、甲賀町大原上田、甲賀町大久保、甲賀町大原

中、甲賀町鳥居野、甲賀町相模、甲賀町大原市場、甲賀町高野、甲賀

町拝坂

10

12 油日小学校

区

甲賀町油日、甲賀町上野、甲賀町田堵野、甲賀町滝、甲賀町毛枚、甲

賀町和田、甲賀町高嶺、甲賀町五反田、甲賀町鹿深台

9

13 佐山小学校

区

甲賀町岩室、甲賀町小佐治、甲賀町神保、甲賀町隠岐 4

14 第一小学校

区

甲南町寺庄、甲南町葛木、甲南町深川の一部、甲南町深川市場、甲南

町稗谷の一部、甲南町森尻、甲南町宝木、甲南町耕心1丁目から4丁目

まで

9

15 第二小学校

区

甲南町杉谷、甲南町新治、甲南町塩野、甲南町市原 4

16 第三小学校

区

甲南町柑子、甲南町野川、甲南町下馬杉、甲南町上馬杉 5

17 中部小学校

区

甲南町池田、甲南町磯尾、甲南町竜法師、甲南町野尻、甲南町野田 6

18 希望ケ丘小

学校区

甲南町希望ケ丘1丁目から5丁目まで、甲南町希望ケ丘本町1丁目から10

丁目まで、甲南町深川の一部、甲南町稗谷の一部

2

19 信楽小学校

区

信楽町長野、信楽町神山、信楽町江田、信楽町田代、信楽町畑 5

20 雲井小学校

区

信楽町宮町、信楽町黄瀬、信楽町牧、信楽町勅旨 5

21 小原小学校

区

信楽町柞原、信楽町中野、信楽町杉山、信楽町小川、信楽町小川出、

信楽町西

7

22 朝宮小学校

区

信楽町上朝宮、信楽町下朝宮、信楽町宮尻 3

23 多羅尾小学

校区

信楽町多羅尾 1

別表第2(第6条関係)



交付金の種類 交付対象事業

基礎交付金 (1)敬老事業

(2)防犯灯の新設及び維持管理

(3)ゴミステーションの新設及び維持管理

(4)消防機材の新設及び維持管理

(5)自主防犯活動

事業加算金 (1)暮らしの安全、安心及び防災に関する活動

(2)人権尊重、健康づくり及び福祉の増進に関する活動

(3)快適な生活環境及び景観の保全に関する活動

(4)社会教育及び生涯学習に関する活動

(5)地域文化、産業の継承及び創出に関する活動

(6)地域の特性を生かす創作及び創造活動

(7)前各号に掲げるもののほか、地域のまちづくりに関し、特に必要があると自治

振興会が認める活動

事務加算金 役員手当・事務局員の賃金・事務経費

区活動交付金 自治振興区域内の活動

交付金の対象外となる事業

(1)　営利を主目的とする事業

(2)　宗教の教義を広め、又は信者を教化育成することを主たる目的とする活動

(3)　政治上の主義を推進し、支持し、又はこれに反対することを主たる目的とする活動

(4)　特定の公職(公職選挙法(昭和25年法律第100号)第3条に規定する公職をいう。以下同じ。)の候補者

(当該候補者になろうとする者を含む。)若しくは公職にある者又は政党を推薦し、支持し、又はこれら

に反対することを目的とする活動

(5)　公序良俗に反する活動

別表第3(第6条関係)

交付金の種類 交付対象事業

基礎交付金 (1)敬老事業

(2)防犯灯の新設及び維持管理

(3)ゴミステーションの新設及び維持管理

(4)消防機材の新設及び維持管理

(5)自主防犯活動

区活動交付金 自治振興区域内の活動

交付金の対象外となる事業

(1)　営利を主目的とする事業

(2)　宗教の教義を広め、又は信者を教化育成することを主たる目的とする活動

(3)　政治上の主義を推進し、支持し、又はこれに反対することを主たる目的とする活動

(4)　特定の公職(公職選挙法(昭和25年法律第100号)第3条に規定する公職をいう。以下同じ。)の候補者

(当該候補者になろうとする者を含む。)若しくは公職にある者又は政党を推薦し、支持し、又はこれら

に反対することを目的とする活動

(5)　公序良俗に反する活動

別表第4(第7条関係)

交付金 交付額の算定

基礎交付金 当該年度の自治振興交付金の予算額のうち、敬老事業額1,500円に前年度の1月1日

現在における当該自治振興会の75歳以上の高齢者人口を乗じて得た額、防犯灯事業

額を市内の区・自治会所有の防犯灯の総数で除して、当該自治振興会の防犯灯の数

を乗じて得た額並びにその他事業額に100分の30を乗じ、23(自治振興会の数)で除

して得た額及びその他事業額に100分の70を乗じ、前年度の1月1日における甲賀市

人口で除し、同日現在の地域の人口を乗じて得た額の合計額

事業

加算

金

均等割額 当該年度の自治振興交付金の予算額から基礎交付金、区活動交付金及び事務加算金

を差し引いた額に、100分の30を乗じ、23(自治振興会の数)で除して得た額



人口割額 当該年度の自治振興交付金の予算額から基礎交付金、区活動交付金及び事務加算金

を差し引いた額に、100分の70を乗じ、前年度の1月1日における甲賀市人口で除

し、同日現在の当該自治振興会の区域の人口を乗じて得た額

事務加算金 当該年度の自治振興交付金の予算額のうち、22,000,000円を23(自治振興会の数)で

除して得た額

区活

動交

付金

区長協力事

務費

50,000円(自治会は25,000円)に前年度の1月1日現在における当該自治振興会の区域

の区、自治会の数を乗じて得た額(信楽地域のみ10,000円に旧来の慣習の地域の数

を乗じて得た額を加算する)

区活動費均

等割額

40,000円(自治会は20,000円)に前年度の1月1日現在における当該自治振興会の区域

の区、自治会の数を乗じて得た額(信楽地域のみ10,000円に旧来の慣習の地域の数

を乗じて得た額を加算する。)

区活動費世

帯割額

1,300円に前年度の1月1日現在における当該自治振興会の区域の区、自治会の区の

加入世帯数を乗じて得た額

人口は、総人口を用いる。

年度途中で区又は自治会が新たに設立された場合は、区活動交付金に関しては、それぞれ月割りで計

算して交付する。

交付金は、種類ごとに千円未満を切り捨てる。

別表第5(第7条関係)

交付金 交付額の算定

基礎交付金 当該年度の自治振興交付金の予算額のうち、敬老事業額1,500円に前年度の1月1

日現在における当該自治振興会の75歳以上の高齢者人口を乗じて得た額、防犯灯

事業額を市内の区・自治会所有の防犯灯の総数で除して、当該区又は自治会の防

犯灯の数を乗じて得た額及びその他事業額を、23(自治振興会の数)で除して得た

額に設立されない自治振興会数を乗じ、設立されない自治振興会に属する区又は

自治会の総数で除して得た額の合計額

区活

動交

付金

区長協力事務

費

1区あたり50,000円(自治会は25,000円)

区活動費均等

割額

1区あたり40,000円(自治会は20,000円)

区活動費世帯

割額

1,300円に前年度の1月1日現在における当該区又は自治会の加入世帯数を乗じて

得た額

人口は、総人口を用いる。

年度途中で区又は自治会が新たに設立された場合は、区活動交付金に関しては、それぞれ月割りで計

算して交付する。

交付金は、種類ごとに千円未満を切り捨てる。

様式第1号(第3条関係)



様式第2号(第3条関係)



様式第3号(第8条関係)



様式第3－1号(第8条関係)



様式第4号(第8条関係)



様式第5号(第8条関係)



様式第5－1号(第8条関係)



様式第6号(第9条関係)



様式第6－1号(第9条関係)



様式第7号(第10条関係)



様式第7－1号(第10条関係)



様式第8号(第14条関係)



様式第8－1号(第14条関係)



様式第9号(第14条関係)



様式第9―1号(第14条関係)



様式第10号(第14条関係)



様式第10－1号(第14条関係)



様式第11号(第15条関係)



様式第12号(第16条関係)



様式第13号(第18条関係)




